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平成 22 年 10 月 29 日 

各      位 

会 社 名 株式会社ノエビア 
代表者名 代表取締役社長  大倉  俊 

（コード番号 4916 東証第二部）

問合せ先 取締役上席執行役員 
経営企画部長   吉田 一幸 

電話 03-5568-0305 
 

単独株式移転による持株会社の設立に関するお知らせ 

 

当社は、平成 22 年 5 月 20 日付でお知らせしましたとおり、株主総会の承認を前提として、持

株会社体制に移行することを決定しておりますが、本日開催の取締役会において、「株式会社ノ

エビアホールディングス」（以下「持株会社」）の設立を内容とする株式移転計画を決定いたしま

したので、既に公表した内容も含め、次のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．単独株式移転による持株会社設立の背景 

当社グループが事業を展開する化粧品・医薬品・食品の各市場は、国内において「成熟市場

における競争激化」「消費者の低価格志向」「人口の減少」などにより強い競争力が必要とさ

れる一方、海外においては「アジアを中心とした成長市場」も新たに生まれてきております。 

また、国内外の市場・流通・顧客など「取り巻く環境の変化」が急速に進んでおり、消費者

のニーズを的確に捉えた商品開発やマーケティングを強化し、「新しい需要の創造」による成

長機会を獲得していくことが重要な課題となっております。 

持株会社設立により、当社グループの有する「ブランド力」「研究開発力」「生産技術力」

「マーケティング力」等の経営資源を最大限に活用することが可能になり、更なる事業基盤や

競争力の強化を図ることができます。高品質で高付加価値な商品の提供、国内外における成長

市場での積極展開など、当社グループの各事業分野が成長し、発展することによりグループ企

業価値の最大化が可能になります。 

 

２．持株会社設立の目的 
（１）グループ企業価値の最大化 

グループ経営を行う組織と、事業推進を行う組織を、明確に分離することにより、化粧品 

事業、医薬品事業、食品事業、その他の事業の独自性、専門性を発揮し、取り巻く環境の 

変化に柔軟かつスピードをもって対応する全体最適の経営を行い、グループ企業価値の最 

大化を目指します。 
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（２）コーポレート・ガバナンスの強化 

持株会社が行う評価・モニタリングにより、グループの内部牽制機能をさらに進めて、 

グループ全体におけるコーポレート・ガバナンスの強化を図ってまいります。それにより、 

グループ経営の透明性を高め、社会的責任を果たしてまいります。 

 

（３）グループ戦略機能の強化 

持株会社主導により、グループ内の事業再編・組織再編や業務・資本提携、M&A など、柔 

軟かつ機動的な再編を行うことで、経営環境の変化に迅速に対応してまいります。それに 

より、国内外の各市場における競争力をより一層強化し、グループ事業の基盤強化や領域 

拡大も目指します。 

 

新たに設立する持株会社（完全親会社）の上場（売買開始）は、本株式移転の効力が発生す

る平成 23年 3 月 22 日を予定しておりますが、株式会社東京証券取引所の規則に基づき決定

されるため、変更される可能性があります。なお、持株会社の新規上場に伴い、当社の株式

は上場廃止となる予定です。 

               

３．持株会社体制への移行手順 

当社は、次に示す方法により持株会社体制への移行を実施する予定です。 

 

［ステップ１］株式移転による持株会社設立 

平成 23 年 3月 22 日に株式移転により持株会社を設立することで、当社は持株会社の完全

子会社となります。 

 
 
 
 
 
 
 

株式会社ノエビアホールディングス

株式会社ノエビア

子会社
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［ステップ２］持株会社移行後の体制 

持株会社の第１四半期中に、組織再編手法を用いてグループ企業を戦略的に再編し、企業 

力強化を図ってまいります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（注）一部の子会社は、株式会社ノエビアや子会社の子会社になる場合もあります。 

 
４．株式移転による持株会社設立の要旨 

（１）株式移転の日程 

定時株主総会基準日 平成 22 年 9 月 20 日（月） 

株式移転計画承認取締役会 平成 22 年 10 月 29 日（金） 

株式移転計画承認定時株主総会 平成 22 年 12 月 8 日（水）（予定） 

上場廃止日 平成 23 年 3 月 16 日（水）（予定） 

持株会社設立登記日（効力発生日） 平成 23 年 3 月 22 日（火）（予定） 

持株会社上場日 平成 23 年 3 月 22 日（火）（予定） 

 

（２）株式移転の方式 

当社を株式移転完全子会社、持株会社を株式移転設立完全親会社とする単独株式移転です。 

 

（３）株式移転に係る割当ての内容 

会社名 
株式会社ノエビアホールディングス 

（完全親会社） 

株式会社ノエビア 

（完全子会社） 

株式移転比率 1 1 

（注） 

① 株式の割当比率 

株式会社ノエビアの普通株式１株に対して、設立する持株会社の普通株式１株を割 

当交付いたします。 

② 単元株式数 

持株会社は、単元株制度を採用し、1単元の株式数を 100 株といたします。 

 

 

③ 株式移転比率の算定根拠 

本株式移転におきましては、当社単独による株式移転によって完全親会社１社を設

株式会社ノエビアホールディングス

株式会社ノエビア 子会社
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立するものであり、株式移転時の当社の株主構成と持株会社の株主構成に変化がな

いことから、株主の皆様に不利益を与えないことを第一義として、株主の皆様の所

有する当社普通株式１株に対して、持株会社の普通株式１株を割当交付することと

いたしました。 

④ 第三者機関による算定結果、算定方法及び算定根拠 

上記③の理由により、第三者算定機関の算定は行っておりません。 

⑤ 株式移転により交付する新株式数 

41,337,487 株（予定） 

 

（４）完全子会社となる会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

当社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 
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５．株式移転の当事会社の概要               （平成 22 年 9月 20 日現在） 

（１） 名 称 株式会社ノエビア 

（２） 所 在 地 神戸市中央区港島中町六丁目 13 番地の１ 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 大倉 俊 

（４） 事 業 内 容
化粧品・トイレタリー・医薬品・栄養補助食品の製

造並びに販売及び化粧雑貨の販売 

（５） 資 本 金 7,319 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 46 年 6月 

（７） 発 行 済 株 式 総 数 41,337,487 株 

（８） 決 算 期 9月 20 日 

（９） 従 業 員 数 （ 連 結 ） 2,287 名 

（10） 主 要 取 引 銀 行

㈱三井住友銀行 

㈱みずほ銀行 

㈱三菱東京 UFJ 銀行 

大倉 昊 20.41% 

㈱エヌ・アイ・アイ 16.87% 

㈲大倉興産 10.86% 

大倉 俊 8.95% 

ノエビア従業員持株会 3.02% 

（11） 
大 株 主 及 び
持 株 比 率

（平成 22年 9 月 20 日現在）

（12） 最近３年間の業績（連結） 

決 算 期 平成20年9月期 平成21年9月期 平成22年9月期

売 上 高   ( 百 万 円 ) 58,668 55,227 52,580

営 業 利 益  ( 百 万 円 ) 4,042 3,538 2,782

経 常 利 益  ( 百 万 円 ) 4,543 3,938 3,087

当 期 純 利 益 ( 百 万 円 ) 2,937 2,151 1,565

１株当たり当期純利益（円） 71.94 52.07 37.88

１ 株 当 た り 配 当 金  （ 円 ） 36.00 36.00 36.00

純 資 産   （ 百 万 円 ） 51,600 51,902 52,011

総 資 産   （ 百 万 円 ） 95,818 89,307 88,796

１ 株 当 た り 純 資 産  （ 円 ） 1,247.93 1,255.50 1,258.20
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６．株式移転により新たに設立する会社の概要 

（１）名 称 株式会社ノエビアホールディングス 

（２）所 在 地 神戸市中央区港島中町六丁目13番地の１ 

代表取締役会長 大倉  昊 

代表取締役社長 大倉  俊 

取締役 赤川 正志 

取締役 吉田 一幸 

取締役 海田 安夫 

取締役 中野 正隆 

取締役 田中 早苗 ※1 

監査役 林  良治 

監査役 上田 正和  ※2 

 

（３）代 表者及 び 

役員就任予定 

 

監査役 寄田 和宏  ※2 

（４）事 業 内 容 グループ各社の経営管理及びそれに附帯する業務 

（５）資 本 金 7,319百万円 

（６）決 算 期 9月30日 

（７）純資産（連結） 未定 

（８）総資産（連結） 未定 

 （注） ※1は社外取締役 ※2は社外監査役 

 

７．会計処理の概要 

企業会計上は、「共通支配下の取引」に該当するため、損益への影響額及びのれんは発生し

ない見込みです。 

 
８．今後の見通し 

株式移転の実施に伴い、当社の業績は完全親会社である持株会社に反映されることになりま 

す。なお、株式移転による業績への影響は軽微であります。 

 

  

以 上 
 


